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専決処分の不承認に伴う措置について（報告）

　専決処分を行った「大山町子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例」
及び「平成 30 年度大山町一般会計補正予算（第４号）」について、平成 30 年 7
月 30 日開催の平成 30 年第 7 回大山町議会臨時会において、不承認となりまし
たので、地方自治法第 179 条第 4 項の規定に基づき、以下のように措置を講じ
ましたので、ご報告いたします。
　なお、経過や詳細については公告や本町ホームページに掲載しております。

【改善に向けた取り組み等について】
　専決処分の行為が生じた背景には、「機構改革に伴う関係条例の整備に関する
条例の制定について」の議会提案が遅くなり、施行日までに時間的余裕がなかっ
たことが要因として挙げられます。今後は、早期に条例制定議案を議会に上程
するように努めてまいります。
　また、議会を招集する時間的余裕がなくても、今回の議会の意向を尊重し、
臨時会を開催していただくよう要請したいと思います。
　今回の提案議案の不承認について、提案者である町長としてこの結果を大変
重く受け止め、町民の皆様に心よりお詫び申し上げます。
　今後は、当該責務を踏まえ、適切に対応して参りますので、引き続き町政運
営にご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成 29 年度　中山間地域等直接支払制度の
実施状況を公表します

　平成29年度は、第４期対策 (平成27～31年度 )の３
年目となり、77件の集落・個別協定の取り組みに対し、次
のとおり交付しました。
　各集落協定は、協定参加者の共同の取り組みにより、耕
作放棄地の解消と発生防止、多面的機能の増進活動を行い
ました。

１　協定の概要
　平成29年度は75件の集落協定と2件の個別協定が取
り組みを行い、その協定面積は1,644ha、交付金額は1億
6,967万円になりました。

２　農業生産活動等の取り組むべき事項
ア　耕作放棄の防止等の活動（複数選択有）
	 　主な活動内容は、「農地の法面管理」85％、「賃借
権設定・農作業の委託」85％

イ　多面的機能を増進する活動（複数選択有）
	 　主な活動内容は、「周辺林地の下草刈」45％、「景
観作物の作付け」36％、「緑肥作物の作付」16％、「堆
きゅう肥の施肥」14％

３　体制整備の取り組むべき事項
ア　農用地等保全マップの活用（複数選択有）
	 　主な内容は、「農地法面、水路・農道等補修・改良」 
64％、「農作業共同化又は受委託」15％

イ　地域の実情に即した農業生産活動等の継続に向けた
活動（複数選択有）
Ａ　要件選択は3協定で、「機械・農作業の共同化」
33％、「担い手への農地集積」67％、「担い手
への作業の委託」33％

Ｂ　要件選択はなし
Ｃ　要件選択は71協定で、「集落ぐるみ型」65%、「組
織対応型」27%、「担い手型」 14％

【中山間地域等直接支払制度】
　農業生産条件の悪い平野の外縁部から山間地（中山間
地域）などにおける農業生産の維持と多面的機能の確保
を図るために、耕作者に交付金を支払う制度です。
　実施状況の公表は、本制度基本方針に基づき行うもの
です。
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